
ビジネス変革応援事業補助金　補助対象要件及び申請書類チェック表
　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）郵便番号
住　所
名　称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
【申請区分： ビジネスモデル再構築枠　・　ＤＸ対応枠 ・ 生産性向上枠  （いずれかに○）】
１　補助対象要件
　該当する項目にチェック☑してください。全ての項目に☑が入らない場合は申請できません。
　□ 大企業（みなし大企業を含む。）ではありません。

□　 「ビジネス変革応援事業補助金」申請要領に定める要件を全て満たしています。

□ 　「ビジネス変革応援事業補助金」申請書別記第１号様式～別記第５号様式に記載した事項について、事実と相違ありません。

□　営業に関して必要な許認可等を取得しています。（取得予定の場合を含む）

□　当該補助金の交付を申請する事業や機械装置等について、国及び県の他の補助金を併用しません。
□　新潟県から検査・報告の求めがあった場合は、これに応じます。

□　申請要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合は、補助金を返還するとともに、補助金受領日から返還日までの日数に応じた加算金を支払います。
２　申請書類
	№
	申請書類の区分
	提出部数
	提出書類
	記載漏れ

	１
	補助金交付申請書（別記第１号様式）
	２部
	有 □
	無 □

	２
	事業計画書（別記第２号の１、２または３様式）
	２部
	有 □
	無 □

	３
	収支予算書（別記第３号様式）
	２部
	有 □
	無 □

	４
	売上等減少状況報告書（別記第４号様式）
	２部
	有 □
	無 □

	５
	暴力団等の排除に関する誓約書（別記第５号様式）
	２部
	有 □
	無 □

	６
	事前着手届（別記第６号様式）
※補助金の交付決定前に事業を実施しようとする場合のみ提出
	２部
	有 □
	無 □

	７
	売上等が減少していることの根拠となる書類
※法人事業概況説明書の控、所得税青色申告決算書の控、売上台帳、月次残高試算表の写し等、対象月の月間売上高がわかり、○年○月と明確な記載があるもの
	２部
	有 □
	

	８
	パートナーシップ構築宣言の宣言文
	２部
	有 □
	

	９
	見積書等

※１件あたりの見積額の合計が税込100万円を超える取引については、同一条件による２社以上の見積書が必要です。
※契約（発注）が分かれていても、同じ事業者との契約（発注）は１件とみ
なすので、該当する場合は２社以上から見積をとって、より安価な発注
先を選ぶとともに、これら複数の見積書をご提出ください。
※宛名、発行元、発行日、見積金額、商品・契約等の内容、具体的な内訳がはっきり明示してあるものを用意してください。
	２部
（写しで可）
	有 □
	

	10
	購入する機械装置やソフトウェアのカタログ、開発するシステムの仕様書など、発注目的物の内容が具体的に確認できる資料
	２部
	有 □
	

	11
	決算書等
	
	
	

	
	
	(1) 法人の場合

・貸借対照表及び損益計算書（直近１期分）
	２部
	有 □
	

	
	
	(2) 個人事業主の場合

・直近の確定申告書

※第一表、第二表、収支内訳書（１・２面）または所得税青色申告決算書（１～４面））
	
	
	


各項目のチェック☑を行い、申請書類と一緒にご提出ください。
25

